
事業番号 - - -

（ ）
事業名 宗務行政の推進 担当部局庁 文化庁 作成責任者

事業開始年度 昭和26年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0413

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

宗教法人法に基づく宗教法人の規則認証等行政事務処理、宗教に関する情報資料の収集や宗教法人の適正な管理運営に資する事業を通じて、円滑な宗
務行政の推進を図る。

宗務課 宗務課長　石﨑宏明

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

宗教法人法第14条
文部科学省設置法　第4条第89号等

関係する
計画、通知等

-

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 35.9 37.1 45.8 43.9 37.8

補正予算 -

- - - - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

宗教法人の規則認証等経常的に必要な行政事務処理、宗教事情等に関する調査及び宗教関係統計等資料の収集整理のほか、宗教法人の管理運営に係
る資料の作成、宗教法人等に対する実務研修会等宗教法人の適正な管理運営に資する事業及び不活動宗教法人の整理促進のための対策を実施する。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 30.1 20 31.9

計 35.9 37.1 45.8 43.9 37.8

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

庁費 19 24.2 【主な増減理由】
委託事業（宗教法人等の運営に係る調査）のうち、「宗教法人が行う事
業に関する調査（文化芸術振興委託費8,728千円）」が令和4年限りの
事業で減。

文化芸術振興委託費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

84% 54% 70%

執行率（％） 84% 54% 70%

諸謝金 2 2.2

16.2 4.8

職員旅費 4.4令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 43.9 37.8

活動内容
（アクティビ

ティ）

我が国の宗教法人等の現状を把握し、宗務行政を円滑に進めるための基礎資料を作成するための調査を実施する。

文部科学大臣所轄及び都
道府県知事所轄の宗教法
人の基本情報を得るため
の調査を実施する。

調査対象となる文部科学
大臣所轄及び都道府県知
事所轄の宗教法人の数

活動実績 件 5,855 5,834

-

宗教法人等に関する基礎
資料作成のための調査を
実施し、現状の把握を行う
ために、調査票の回収率8
割を目指す。

調査票回収率（回収した調
査票/調査依頼した調査
票）

成果実績 ％ 77.4 76.6

達成度 ％ 96.8

4.3

委員等旅費 2.3 2.3

年度

80 80 80

調査実施に係る１法人当たりのコスト
（調査票作成、発送、集計）

174 184 211 211

計算式

6,023 5,961 5,961

当初見込み 件 7,566 7,614 7,662 7,689 7,689

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

1,275千円/6,023法人 1,257千円／5,961法人

6 年度 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

千円/件数 1,024千円/5,855法人 1,075千円/5,834法人

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

78.6 - -

目標値 ％ 80

95.8 98.3 - -
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活動内容
（アクティビ

ティ）

宗教法人の規則変更等による認証事務を実施する。

活動内容
（アクティビ

ティ）

宗教法人等の法人事務担当者に対し、法人運営上の実務についての研修を行う宗教法人実務研修会を実施する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み ％ 90 90 90 90 90

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

宗教法人等の法人事務担
当者に対し、法人運営上の
実務についての研修を行う
宗教法人実務研修会にお
ける受講者の満足度9割を
目指す。

受講者の満足度（「とても有
意義であった」「有意義で
あった」と回答する割合）

活動実績 ％ 95

活動目標 活動指標

- -

15,097/48 18,000/60

宗務行政事務処理のうち、認証等・事務指導の執行額
／認証事務実施件数（千円未満四捨五入）

単位当たり
コスト 千円 356 314 300

計算式

単位当たり
コスト

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
宗教統計調査令和２年版

-

当初見込み 件 - - - 60

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

千円/件数 24,187/68 /74

48 -

5年度
活動見込

宗教法人の所轄庁変更等
宗教法人認証事務実施件
数

活動実績 件 58 74

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

該当箇所

政策評価書
URL

該当箇所

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野：

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 12　文化芸術の振興

施策

中



事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

宗教法人の規則の変更等の認証については、宗教法人の所轄変更（２つ以上の都道府県で活動する宗教法人は文部科学大臣所轄、１つの
都道府県で活動する宗教法人は都道府県知事所轄となる。）が多く、この場合、宗教法人からの申請書類の確認の他、宗教法人の施設を実
地調査により確認する必要があり、令和3年度は新型コロナウイルス感染症の影響で移動が制限されたことにより、実地調査の実施が困難と
なり、認証事務を完了することが困難であった。

宗教法人実務研修会は、文化庁宗務課と都道府県（9カ所）の共催で9月から11月にかけて実施しているが、8月に新型コロナウイルス感染症
による緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が各地で発出されたことにより、開催地への移動や多人数を集めて行う研修会の開催が困難と
判断せざるを得ず、開催することができたのは、9カ所中1カ所のみであった。

改善の
方向性

宗教法人の規則変更に伴う認証事務については、同地域の宗教法人を一度の出張でまとめて複数の実地調査を実施できるよう、申請のあっ
た宗教法人と綿密に連絡を取りつつ調整を行い、計画的・効率的な認証事務を行う。

宗教法人実務研修会については、開催地となる都道府県と連携し、会場の確保や定員への配慮、感染症対策を講じた上で着実に実施する。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
原則として、競争入札や見積もり比較を行う事により、競争
性の確保に努めている。一者応札となった案件については、
より高い専門性が求められるものの、仕様を明確に示し、公
告期間も十分に設定していたが、一者のみの応札となった。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要

性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
宗教法人法に基づく認証事務等は、国と各都道府県が役割
を分担して担っており、民間等による代替はできない。また、
宗教行政の推進のための唯一の事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○ 同上

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○ 同上

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ 繰越はない。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
可能な限り一般競争入札を実施し、合理的に支出が行われ
るように努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ 費目・使途については、契約・精算時に精査している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
新型コロナウイルス感染症の影響により、多人数を集めて行
う研修会や認証事務に係る実地調査の実施が困難であった
ため。

‐
認証事務は所轄庁である国の義務行為であること、信教の
自由は受益者負担で制限することはできないため、当該事
項については評価対象外である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
オンライン会議の実施による会議の削減や一度の出張で複
数の実地調査を実施するなどしてコスト削減に努めており、
コストの上昇を抑えている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ 中間段階での支出はない。

各種調査業務の成果は、認証業務等に活用されている。宗
教統計調査の成果である宗教年鑑は宗教法人等に関する
唯一の統計資料であり、内容を文化庁HPで公開している。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 成果目標については概ね目標に達している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐
認証事務は所轄庁のみが行える義務であり、他の手段を講
じる事はできない。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 △

人の移動を伴う事業（認証事務、研修会等の開催）について
は、新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言やまん
延防止等重点措置などにより移動が制限されたことにより、
当初の計画どおりの実績を挙げることが困難であった。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



-

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の
一
部
改

善
この事業は事業の目的及び内容については施策目標の達成手段として適切なものとなっているが、令和３年度決算において不用額が生じている
ことから、不用額が生じた具体的な要因を分析したうえで、予算執行の適切な改善に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度 447

平成25年度 412

執
行
等
改

善

令和3年度の不用額は新型コロナウイルス感染症拡大により、実際に開催される予定であった宗務法人等に対する研修会等が開催できなかった
影響である。
令和4年度は、開催都道府県と共に新型コロナウイルス感染症の状況を注視しつつ、従来通りの開催を見込んでいるため、概算要求には反映し
ないものの、引き続き、予算の効率的かつ適正な執行に努める。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 423

平成30年度 400

令和元年度

平成28年度 388

平成29年度 396

平成26年度 411

平成27年度 405

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0383

04092021 20

文部科学省 0381



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

を含む。

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. B.

費　目 使　途

一般管理費 事業費及び人件費の10％以下 0.9 一般管理費 事業費及び人件費の10％以下 0.4

人件費 調査集計、 2.1 人件費 会議運営、報告取りまとめ 2.1

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 印刷製本費、通信運搬費、旅費、会議費等 6.8 事業費 旅費、会議費、印刷製本費 1.6

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 9.8 計 4.1

一般管理費 事業費の10％ 0.1

事業費
現地講師講義謝金、旅費、消耗品費、雑役
務費

1 事業費
清算事務委託費、会議出席者金、会議出席
旅費

2.9

計 1.1 計 2.9

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社シィー・
ディー・アイ

4130001003076
宗教法人の行う事業に関
する調査業務

9.8
一般競争契約
（総合評価）

1 99.7％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社シィー・
ディー・アイ

4130001003076
宗教法人等の運営に係る
調査業務

4.1
一般競争契約
（総合評価）

1 87％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

91.7％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 税理士法人ゆびすい 5120105003526
宗教法人実務研修会での
講義等業務

1.1
一般競争契約
（最低価格）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

文化庁

31.9百万円

Ａ．株式会社

シィー・ディー・アイ
Ｂ．株式会社

シィー・ディー・アイ
Ｃ．税理士法人ゆびすい

1.1百万円

Ｄ．大阪府、福岡県（２府

県）

委託【一般競争入札（総合評 委託【一般競争入札（総合評 請負【一般競争入札（最低価 支出委任

宗教法人の行う事業に関

する調査業務委託

宗教法人等の運営に係る

調査業務委託
宗教法人実務研修会での

講義等業務委託

不活動宗教法人の整理

諸謝金 0.8百万円

職員旅費 1.3百万円

委員等旅費 0.3百万円



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- 支出委任

- - 支出委任

2 福岡県 6000020400009 不活動宗教法人の整理 1.5 その他 -

1 大阪府 4000020270008 不活動宗教法人の整理 1.3 その他

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -


